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昨年の台風（15号及び19号）による被害の概要
 昨年9月の台風15号による暴風等による停電は、停電戸数のピークは93万戸であった

が、電柱の損壊が約2,000本（一昨年の台風21号の約1.5倍）に達するなど、特
に千葉県内において深刻な被害を受けたため、復旧作業に時間を要し、長期の停電が
発生。

 昨年10月の台風19号は、台風15号と比較し末端の配電設備の被害規模が相対的
に小さかったことに加え、台風15号の教訓を踏まえ、初動からの体制強化・巡視要員
の確保などにより、大幅に改善。

3※2019年台風19号については、10月12日(土)午前中に強風による飛来物の影響により、短時
間(1分程度)発生した停電の影響を除く。
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台風21号：最大約240万戸
約5日後に99%解消

台風24号：最大約180万戸
約3日後に99%解消

停
電
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数
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2018年9月

2018年9月

最大停電戸数時点からの経過時間（時間）

台風19号：最大約52万戸
（ピーク10/13 0:00）
約4日後に99％解消

台風15号：最大約93万戸
（ピーク9/9 7:45）
約12日後に99％解消

2019年9月

2019年10月

＜これまでの台風被害における停電戸数の推移＞

（出所）第7回電力レジリエンスワーキンググループ 資料３（一部抜粋）

＜台風15号の概要＞

第9回電力レジリエンスWG 資料7 を基に一部加工



最大停電軒数と電柱の被害について

＜過去の台風被害との比較＞

年 災害名
（主に被災した電力） 最大停電件数 電柱の破損、倒壊等

2018年

台風21号
（関西電力） 約240万戸 1,343本

台風24号
（中部電力） 約180万戸 206本

2019年

台風15号
（東京電力） 約93万戸 1,996本

台風19号
（東京電力）

約52万戸
（うち東京電力は44万戸） 683本
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※台風21号及び台風24号について、最大停電件数は全電力の合計値であり、電柱の破損、倒壊等は管内となる。

第9回電力レジリエンスWG 資料7 を基に一部加工

 台風15号においては、電柱の破損・倒壊等が約2,000本であり、過去と比べても大き
な被害を受けた。

 一方で台風19号については、東京電力管内における電柱の破損、倒壊等の被害は
683本となった。
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電柱の損壊事故の原因について
 台風15号で損壊した電柱1,996本については、倒木や建物の倒壊（約74％）、看

板等の飛来物（約14％）、土砂崩れ等の地盤影響（約12％）による二次被害が
原因と推定されるものが大半。

 これら二次被害対策としては、①倒木処理・伐採の迅速化、事前伐採の推進、②飛
来物の飛散防止に関する注意喚起の徹底、③無電柱化の推進がある。

＜倒木・飛来物による電柱損壊現場の様子＞

令和元年台風15号における鉄塔及び電柱の損壊事故調査検討WG
＜中間報告書＞ を基に作成
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無電柱化について
 電線を地中化する無電柱化は、飛来物等によって電柱が倒壊するといった被害が小
さくなるという利点があることから、電力の安定供給というエネルギー政策上の観点からも
推進することが重要。

 他方、無電柱化に必要となる設備は架空方式に比べて設置費用が高い、復旧には架
空線と比較して約2倍の時間を要するといった課題も存在。

＜電柱と地上機器における設備単体での復旧時間（イメージ）＞

架空線 地中線
支持物折損・

焼損の数
架空線全体
に対する割合

ケーブル
供給事故数

地中線全体
に対する割合

震度７地域 2,724基 10.3% 153条 4.7%

震度６地域 1,801基 0.55% 43条 0.3%

＜被害状況の比較：阪神淡路大震災の場合＞

＜地中設備と地上設備の建設コスト比較＞

架空配電設備
地中配電設備

（電線共同溝方式）

敷設コスト 0.15億円/km程度 1.6億円/km程度

（出所）地震に強い電気設備のために 電気設備防災対策検討会報告 資源エネルギー庁

※電気事業連合会調べ
※電気事業連合会調べ。被害状況や作業環境、機器の在庫有無等の諸条件により

実際の復旧時間は前後する。



無電柱化（電線共同溝方式）にかかる費用負担の割合
 下記の通り、事業者（電線管理者）、地方公共団体、国でおおよそ3分の1ずつの
負担となっている。

電力：
1.6億円/km程度
通信：
0.2億円/km程度

土木工事：
約3.5億円/km

無電柱化推進のあり方検討委員会（第１回） 資料３ を基に一部加工
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無電柱化コストと電気料金の関係
 電気料金のうち、ネットワーク利用料（託送料）では、①送電費用と②配電費用を
回収している。

 無電柱化費用は配電費用に計上されることになるため、国や地方公共団体の負担が
ない場合、主に家庭や中小・小規模企業に負担を求めることとなる。

発電所

個人商店

一般家庭

①送電費用

②配電費用
↓

無電柱化の
コスト負担

鉄塔
大工場

(無電柱化の
コスト負担なし)

電柱

スーパー

変電所

中小企業

無電柱化
の対象
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 ケーブル・変圧器等の配電機材の仕様の統一に向けた検討を行うなど、無電柱化に
係るコスト低減に向けた取組を推進。

高圧ケーブル ソフト地中化用変圧器

無電柱化整備が増加見込みの
狭隘道路向けソフト地中化用
変圧器を共同開発中

メーカー要望も踏まえて仕様を
統一し、量産効果により、製造コ
スト低減を図る。

ソフト地中化
用変圧器
(照明柱に設
置することによ
り、地上変圧
器が不要かつ
低コストで整
備可能)

取組事例
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無電柱化コストの低減に向けた取組

低圧ケーブル

試作資材を用いた作業検証の
結果、銅導体をアルミ導体に変
更することで、ケーブル径は大き
くなるものの、量産効果により、
約１割のコスト低減が可能であ
ることを確認。

CEQ400mm2

（アルミ導体）
CVQ250mm2

（銅導体）
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強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部
を改正する法律【エネルギー供給強靱化法】概要
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 レジリエンスの強化や再生可能エネルギーの主力電源化等に対応するため、「必要な
ネットワーク投資の確保」と「国民負担抑制」を両立するための託送制度改革を目指
す。

既存NW等コスト

必要な投資・費用
（無電柱化対応等）

＜現状＞ ＜将来＞

増加分

＜新たな制度イメージ＞

全体として低減
再エネ発電コスト 再エネ発電コスト

最大限抑制⇑

大幅に低減・自立化⇓
発
電
コ
ス
ト
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
コ
ス
ト

送配電網の強靱化・スマート化とコスト効率化の両立



 送配電設備の老朽化の程度を把握しつつ必要な投資をタイムリーに行われるよう、送
配電事業者に対し、無電柱化の推進を含め、送配電設備の計画的な更新を求める
制度を整備。

既存設備の計画的な更新

（資料）電気事業便覧、電力・ガス取引監視等委員会第34回料金審査専門会合資料より引用
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必要な投資の確保とコスト効率化を促す託送制度改革
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＜託送料金制度の欧州との比較＞

送配電事業者が、①再エネの導入拡大に資する送配電網の増強、②鉄塔の計画的な
更新、③無電柱化の推進など、必要な送配電投資を着実に実施すると同時に、コスト
効率化に取り組むため、欧州の制度も参考に、託送料金制度を改革。

＜収入上限（レベニューキャップ）制度の仕組み＞
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3.5%

5.8%

88.3%

47.5%

英国

フランス

イタリア

オーストラリア

韓国

日本

東京都心

東京23区

諸外国の電線地中化の状況【ケーブル延長ベース】

東京都心：千代田区、中央区、港区

（参考）電線地中化率の国際比較
 日本における電線地中化率の算定方法について、統一された「定義」はなく、電力会社はケーブ
ル延長ベースにより算出、国土交通省や地方公共団体は道路延長ベースにより算出。

 ケーブル延長ベースでは、国際比較が可能。日本の電線総延長（約138万km）に対して、地
中化されている電線の延長（約8万km）の割合は5.8%、東京都心（千代田区、中央区、港
区）では88.3％、東京23区では47.5%となっている。

※ 英国（132kV,66kV,33kV,高圧,低圧）、フランス（50kV以下）、イタリア（低圧）、オーストラリア（500kV～）、韓国（低圧配電線600V未満）
（出所）経済産業省 令和元年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査（直接埋設による電線地中化工法の実用性等調査）報告書

※ 日本、東京都心、東京23区（配電線）:（出所）東京電力ホールディングスHPより
※ 道路延長ベースでは、日本全体の道路総延長（約128万km：平成29年4月1日現在）に対して、無電柱化の実績整備延長（約1万km）の割合は約1%

道路延長ベース
全道路(高速自動車国道及び高速道路会社管
理道路を除く)のうち、電柱、電線類のない延長の
割合
（出所）国土交通省ホームページ

ケーブル延長ベース

配電線地中化率
＝ 地中線ケーブル延長 / （架空電線路亘長
+ 地中線ケーブル延長）× 100（%）
（出所）東京電力PGホームページ
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